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金融サービスにおける AI 利用に対する
法規制について

－same rule 原則は新たな法規制を要求するか－

田　中　　　亘

要　　旨
　本稿は，金融サービスにおける AI 利用に対する法規制の必要性について，主
に先行研究のレビューに基づく考察を行う。とりわけ，本稿では，「同様のリスク
を持つ同様のサービスを提供する限り，人間が提供するときも AI　が提供すると
きも，同様の規制を課すべきである」という same rule 原則に立つ場合，AI に
対して新たな法規制を課す必要が果たしてあるのか，また，もしあるとした場合，
どういう法規制をどのような理由で課す必要があるのかという問題を検討する。
考察の主な結論として，現行法制は，自律的な行動をとれるのは人間だけである
という前提のもとに，人間だけを規律対象にしているため，same rule 原則を実
現しようとする場合には，「AI の過失に基づいて AI 利用者が損害賠償責任を負
う」というような，AI に対する新たな法規制が必要となる可能性があることを明
らかにする。

キーワード：AI への法規制の必要性，same rule 原則，説明可能性，責任ルー
ル，使用者責任

目　　　次

1 ．はじめに

2 ．AI の意義および金融サービスへの利用

　2.1　AI とは何か

　2.2　AI の分類

　2.3　金融サービス分野における AI の利用

3 ．金融サービスへの AI 利用に対する特別の法規

制の必要性

　3.1�　AI について特別の法規制を必要とする根

拠は何か

　3.2�　AI が人間よりも大きなリスクを惹起する

可能性

　3.3�　AI に対する特別の法規制の正当化――別

の観点から

4，AI に関する法規制のあり方①－事前規制

　4.1　はじめに

　4.2　リスクベース・アプローチ

　4.3　説明可能性

　4.4　事前規制の問題点

5 ．AI に対する法規制のあり方②－事後規制（責

任ルール）



金融サービスにおける AI 利用に対する法規制について－ same rule 原則は新たな法規制を要求するか－

92

１．はじめに

　AI 技術の急速な発展に伴い，金融サービス

分野を含む多様な領域で AI の活用が進んでい

る（AI の定義については 2.1 で述べるが，さ

しあたり，一定の自律性をもって学習・推論を

行うコンピュータ・システムを想定している）。

AI は，社会に大きな変革をもたらす可能性を

秘めているが，同時に，犯罪や情報操作に利用

されたり，システミック・リスクを増大させる

といった，AI の悪影響も懸念されている。AI

技術の健全な発展と利用を確保するために，

AI に対する適切な規制のあり方が世界中で議

論されている。

　従来，日本では，AI に対する規制は，『AI

事業者ガイドライン』（総務省・経済産業省

（2024））のような政府のガイドラインまたは業

界の自主規制といったソフトローを中心に行わ

れてきた（AI 戦略会議・AI 制度研究会（2025）

３頁）。もっとも，主要国では，EU における

Artificial Intelligence Act（以下，「AI 法」とい

う）の制定1 に代表されるように，法規制（ハー

ドロー）の整備の動きも進んでいる（EU につ

き，Buiten et al. （2023）; Kretschmer （2023）; 

Wachter （2024），米国につき，Brainard （2021）; 

Hammer （2024）参照）。

　日本でも，2024年７月に，内閣府の AI 戦略

会議の下に AI 制度研究会が立ち上げられ，「リ

スクに応じて必要な法規制の在り方を検討」す

ること（内閣府科学技術・イノベーション推進

事務局（2024）10頁）を含め，AI に関する制

度整備の検討を進めている。同研究会が2025年

２月に公表した「中間とりまとめ」は，政府が

イノベーションの促進とリスクへの対応の両立

を図るため，AI を対象とする指針の整備や，

AI に関する実態の調査・把握を行うべきであ

ること，および，そうした対応は，実効性を確

保するため法制度により実施すべきことを提唱

している（AI 戦略会議・AI 制度研究会（2025）

19頁）。また，日本では，「現在の規則や法律で

AI を安全に利用できると思う」と考える人の

割合が回答者の13% と，主要国で最も低いこ

とを示す調査（KPMG による）も紹介してい

る（同４頁）。このような政府の動きおよび一

般国民の意識からすると，今後，日本において

も，AI に対する法規制の動きが大きく進む可

能性もあるように思われる。

　本稿は，以上のような動向を踏まえて，金融

サービス分野を念頭に置いて，AI について新

たな法規制が必要か，また，もし必要であると

すれば，どういう法規制がどういう理由で必要

　5.1　事後規制（責任ルール）の意義

　5.2　AI に対する事後規制の課題

　5.3�　Ayres and Balkin （2024）の提案 ――「意

図を持たないエージェント」としての AI

　5.4　Ayres and Balkin （2024）の提案の合理性

　5.5�　same rule 原則を実現するための法規制の

改革

6 ．おわりに

　

　

01　Artificial Intelligence Act （Regulation （EU）2024/1689）, （https://artificialintelligenceact.eu/）. AI 法は，2024年８月１日に
発効し，その後は段階的に施行され，一部の規定を除いて2026年８月２日までに完全施行されることが予定されている（European 
Commission （2024））。
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とされるのかについて，主に先行研究の調査を

通じて，準備的な考察を行うことを目的とす

る。以下，本節では，考察に先立って，筆者の

基本的な問題意識ないし研究動機を述べておき

たい。

　筆者は，テクノロジーと金融革新に関する研

究会（第１期）の報告論文（田中（2022）。以下

「旧稿」という）において，インターネット取引

とロボアドバイザーに対する規制のあり方を検

討したが，その中で，「同様のリスクを持つ同

様のサービスを提供する限り，人間が提供しよ

うと機械が提供しようと，同様の規制に服せし

めるべきである」という，”same service, same 

risk, same rule” の原則（以下「same rule 原則」

という）を紹介し，規制はこのような原則に立っ

て設計することが望ましいという見解を述べた

（田中（2022）58-59頁）。

　Same rule 原則は，旧稿で検討対象にしたロ

ボアドバイザー等に限らず，AI 一般に対する

法規制の設計方針にすることができるだけの合

理性を備えていると考える。というのも，もし

も AI の提供するサービスが，人間が提供する

同種のサービスと同程度のリスクしかもたらさ

ないにも関わらず，人間が提供する場合よりも

厳格な規制が課されるなら，AI による技術革

新を阻害することになる。また，その反対に，

AI によるサービスに対し，人間の提供する同

種サービスよりも穏やかな規制しか課されない

なら，本来は人間が提供した方が低コストです

むところに AI が利用されるといった，過剰な

AI 利用を生じさせてしまう。いずれも，効率

性を害し，望ましくないといえよう。「中間と

りまとめ」も明記するとおり，「規制はその目

的を達成するために，特定の種類の技術の使用

を強制したり，優遇したりすべきではない」と

いう「規制の技術中立性」を原則として，法規

制（ハードロー）を含めた規制のあり方を考え

ていくべきである（AI 戦略会議・AI 制度研究

会（2025）10頁）。

　以上のように，same rule 原則には合理性が

あると考えられるが，そうすると次のような疑

問が生じてくる。すなわち，same rule 原則に

従うなら，提供されるサービスの種類やリスク

の程度に応じて，適切な規制のあり方を考えて

いけば足りるのであって，ことさら「AI に対

する法規制」を新たに定める必要はそもそもな

い，ということにならないか。Same rule 原則

の合理性を認めた場合に，なお，AI について

新たな法規制を設計する必要があるといえる場

合はあるのか。もしあるとすると，どのような

法規制がどういう理由で必要とされるのか。本

稿では，AI に対する法規制の必要性や望まし

い法規制のあり方について論じている先行研究

を検討することを通じ，以上のような疑問に対

する回答を探ってみたい。

　以下，本稿の検討は次のように進める。２で

は，AI とは何かを述べた後，金融サービスに

おける AI の利用事例を簡単に紹介する。３で

は，AI に対して法規制を必要とする理由につ

いての従来の見解を紹介した上で，それに対す

る私見を述べる。４では，法規制の基本的な分

類として，事前規制と事後規制（責任ルール）

が存在することを示した後，金融サービスに対

する事前規制として提案されている内容と，そ

れについての課題を述べる。５では，事後規制

（責任ルール）について論じる。そこでは特に，

もしも責任ルールに関して same rule 原則を

実現しようと考えるのであれば，従来はもっぱ

ら人間のみが行為主体になることを前提に設計

されてきた責任ルールを，AI も行為主体に含
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めるように（法解釈，必要があれば立法により）

修正する必要があるという見解を述べる。６は，

考察の主要な結果を述べて，結びとする。

２．AI の意義および金融サービス 
　への利用

2.1　AIとは何か

　AI （Artificial Intelligence; ⼈⼯知能）につ

いては，いまだ確立した定義は存在しないとい

われるが，一般的には，人間の思考プロセスと

同じような形で動作するコンピュータープログ

ラムないしシステムを指すといえよう（総務省・

経済産業省（2024）９頁）。ただ，特に近年は，

「自律性」という特徴を重視した定義づけがさ

れるようになっているようである。すなわち，

単に人間が定めたルール（プログラム，アルゴ

リズム）に従って予測や判定等を行うのではな

く，機械が自律的に，大量のデータに基づく機

械学習ないし深層学習（ディープ・ラーニング）

を通じて，パターンとか法則性等についての推

論を行い，それに基づいて予測や提案，決定と

いったタスクを行うものを，AI （または AI シ

ステム）と呼ぶようになってきている（古川

（2024）43頁）。

　『AI 事業者ガイドライン』は，「AI システム」

を，「活用の過程を通じて様々なレベルの自律

性をもって動作し学習する機能を有するソフト

ウェアを要素として含むシステム」と定義し，

「AI」は，そのように定義した「AI システム

自体又は機械学習をするソフトウェア若しくは

プログラムを含む抽象的な概念」を意味するも

のとして用いている（総務省・経済産業省（2024）

９頁）。EU の AI 法における “AI system” の定

義も，自律性をもって推論を行うという機能に

着目したものになっている（古川（2024）43頁）2。

2.2　AIの分類

　AI は，特化型 AI と汎用型 AI に分類できる

（AI 戦略会議・AI 研究会（2025）５頁）。特化

型 AI とは，音声認識，画像認識，自動運転等

の特定のタスクを処理することに特化した AI

のことであり，汎用型 AI とは，特化型 AI よ

りも大量のデータで学習され，高い汎用性を示

し，様々なタスクを処理できる AI のことであ

る（同）。近年，話題になっている生成 AI 

（generative AI） も，汎用型 AI に属する（同）。

生成 AI とは，学習したコンテンツに基づいて，

画像，文章，プログラムといった新たなコンテ

ンツを生み出すことができる AI のことである

（総務省・経済産業省（2024）９頁。須賀（2024）

８頁，15頁も参照）。

2.3 　金融サービス分野における AIの利
用

　AI は，金融サービス分野において，様々な

形で利用されている（以下に挙げる事例の他，

Hammer （2024）, pp.4-7 ; 岡田ほか（2024）参

照）。

02　EU AI Act, Article 3 ⑴参照（” ‘AI system’ means a machine-based system that is designed to operate with varying levels 
of autonomy and that may exhibit adaptiveness after deployment, and that, for explicit or implicit objectives, infers, from the 
input it receives, how to generate outputs such as predictions, content, recommendations, or decisions that can influence 
physical or virtual environments.”）（「『AI システム』とは，さまざまなレベルの自律性をもって動作するように設計され，展開
後に適応性を示す可能性があり，明示的または暗黙的な目的のために，受け取った入力から，物理的または仮想的な環境に影
響を与える予測，コンテンツ，推奨，または決定などの出力を生成する方法を推論する，機械ベースのシステムを意味する。」）。
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　例えば，与信審査への利用事例として，セブ

ン銀行が，2024年10月に，自社の金融データと

親会社（セブン＆アイ・ホールディングス）の

提供する購買データとを組み合わせ，AI の分

析結果を活用した与信審査を行う取り組みに

ついて公表している（日本経済新聞（2024/10/ 

16））。

　また，ロボアドバイザーによる投資助言や投

資一任業のように（Baker and Dellaert （2018）;

田中（2022）），投資判断や資産運用にAIを活用

す る 動 き も 広 が っ て い る（Bagattini et al. 

（2023）; Dou et al. （2024））。2021年の調査によ

れば，ヘッジファンドの48% が，投資判断に

AI を利用しているという（Hammer （2024）, 

p.5）。

　モニタリングやリスク管理に AI を活用する

動きも進んでいる。大手カード会社が AI を用

いた詐欺検出ツールを開発し，不正取引の未然

阻止に活用しているとか（Business Insider 

Japan （2024）），銀行がマネーロンダリング対

策に AI を活用する事例（日経クロステック

（2024））等が報道されている。

　近年，話題になっている生成 AI については，

金融商品の広告物のコンプライアンス審査や，

稟議書などの社内文書の作成，顧客からの問い

合わせへの回答等への利用が既に行われている

（日本経済新聞（2024/7/19））。また，金融サー

ビスに限ったことではないが，監査業務への生

成 AI の利用も進んでいる（日本経済新聞（2024/ 

6/4））。

３．金融サービスへの AI 利用に対 
　する特別の法規制の必要性

3.1 　AIについて特別の法規制を必要と
する根拠は何か

　次に，金融サービスへの AI 利用に対して，

何らかの新たな法規制を課すとすればその根拠

は何か，という問題を考えてみたい。

　１で紹介した same rule 原則は，「同様のリ

スクを持つ同様のサービスを提供する限り，人

間が提供するときも AI が提供するときも，同

様の規制を課すべきである」という考え方であ

る。逆に言えば，この原則によるときは，もし

も AI による金融サービスの提供が，人間が

サービス提供をするときには生じないような特

別のリスクをもたらしたり，あるいは，人間が

サービス提供するときにもたらすリスクよりも

類型的に大きなリスクをもたらすとすれば，

AI について人間よりも加重した規制を課すこ

とは正当化される，ということになるであろう。

　それでは，AI は，そのように特別な法規制

を必要とするような特別のリスクを惹起するの

だろうか。従来，AI の特別のリスクとして識

者が強調するのは，次の２点である。

①不明瞭性

　第１は，AI の不明瞭性（opaqueness）とい

う問題である（Hammer （2024）, p.4）。モデル

の透明性の欠如（lack of model transparency）

またはブラックボックス問題と呼ばれることも

ある（Brainard （2021）, p.5）。AI は，データに

基づいて自分でモデル（アルゴリズム）を構築

し，それによって，投資助言，与信審査，保険
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の引受けといった様々な判断をすることができ

る。そうすると，AI がどのようにして特定の

判断に至るのかが AI 事業者（AI の提供者ま

たは利用者）3 にも分からないため，AI の動作

を人間が適切にコントロールできない事態が生

じうる（Hammer （2024）, p.4 ; Brainard （2021）, 

pp.5-6）。その結果，AI の不適切な動作（誤っ

た予測や決定，他人の権利を侵害するようなコ

ンテンツの生成など）が，人間の手で予防また

は是正されることなく，消費者その他の社会の

人々に損害を与える恐れがある。さらに，その

ような損害が，AI の不適切な動作によるもの

であったことが事後的にも判明しない（因果関

係の立証ができない）ために，被害者が救済を

受けられない恐れも指摘されている（Buiten 

et al. （2023）, p.6）。

②データの問題

　AI のリスクとしてもう一つ指摘されるのは，

データに関する問題である。AI は大量のデー

タからパターンを抽出し，予測や決定，コンテ

ンツの生成といった動作を行う。そうすると，

使用するデータに，特定のグループ（特定の人

種，性別等）に不利なバイアスが存する場合に

は，AI モデルがそのバイアスを増幅し，差別

的な信用スコアリングやレッド・ライニング（特

定グループをサービスから排除してしまうこ

と）といった，不適切な動作をするリスクが指

摘されている（Brainard （2021）, pp.4 & 7）。

　AI には，不明瞭性とデータの問題という特有

のリスクがあるために，特別の規制――とりわけ，

４で後述するような事前規制――が必要になる

という主張が，今日，欧米諸国における AI 規

制を巡る議論において主流となっているように

見受けられる（Brainard （2021）; Bagattini et 

al. （2023）, pp.17-18; Hammer （2024））。もっと

も，これには疑問がないではない。不明瞭性の

問題についていえば，人間もまた，脳内でどう

いう思考過程を経て判断に至るのかはブラック

ボックスだといえる。また，判断の基礎となる

データにバイアスがあるときに誤った判断に導

かれることも，人間も同じだろう。そうだとす

ると，なぜ，AI について，ブラックボックス

やデータのバイアスをことさらに問題視するの

か，という疑問が生じるように思われる。

3.2 　AIが人間よりも大きなリスクを惹
起する可能性

　3.1 の最後に指摘した疑問に対して考えられ

る回答としては，不明瞭性やデータに関する問

題は，確かに AI にも人間にも存するのである

が，AI は，わずかの時間に大量のデータに基

づき，大量の動作を行うことができるため，不

適切な動作（例えば，誤情報の拡散とか差別的

な与信審査など）をしたときに社会の人々に与

える損害が，人間の場合とは段違いに大きくな

りうる，ということが挙げられる。

　また，AI システムの開発・提供には，高度

な技術と大量のデータを必要とするため，少数

の提供者の寡占状態となることが見込まれる。

そのため，証券市場の主要参加者が，みな同種

03　本稿では，EU の AI 法の定義（およびその訳語として日本で一般に用いられる表現）に従い，AI システムの開発者や自己
の名で AI サービスを提供する者を「提供者（provider）」といい，事業のために AI を利用する者を「利用者（deployer）」と
いう（AI 法３条⑶号・⑷号。私的利用のために AI を用いる自然人は，「利用者」とはならないことに注意）。そして，両者を
合わせて「AI 事業者」と呼ぶことにする。金融サービス分野で AI を利用する金融機関は，主に AI の利用者であろうが，一部
の AI については自社開発しているため，提供者となる場合もあるであろう。
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の AI モデルを使用して取引をするようになる

事態も想定される。そうなると，市場のショッ

ク時に群衆行動や連鎖反応を引き起こし，市場

のボラタリティを増幅するといったシステミッ

ク・リスクが生じる可能性が指摘されている

（Bagattini et al. （2023）, p.17; Baker and 

Dellaert （2018）, p.742）4。さらに，AI を搭載し

た複数の取引システムが，自律的な学習を通じ

て互いの行動を予測しあうことによって，共謀

的な価格操作（相場操縦）を行い，市場価格の

歪みや流動性の低下を引き起こすリスクを指摘

する見解もある（Dou et al. （2024））。システ

ミック・リスクも共謀的な価格操作も，AI に

限らず，人間が引き起こす可能性ももちろんあ

るが，AI がその危険を増幅する，ということ

はいえるだろう。

　このように，AI がもたらすリスクは，必ず

しも，人間がもたらすものと質的に異なるわけ

ではないが，リスクの量において違いがあると

いいうる。その点から，AI に対して人間より

も加重された規制（例えば４で述べる，事前規

制）を課すことが，一定の合理性を持つといえ

るかもしれない。

3.3 　AIに対する特別の法規制の正当化
――別の観点から

　ここでは，AI に対して特別の法規制を課す

ことの正当化として，3.2 で述べたこととは別

の説明を考えてみたい。すなわち，不透明性（ブ

ラックボックス）やデータの問題によるリスク

が生じることは，AI についても人間について

も同様であるが，ただ AI の場合には，適切な

法規制により，人間の場合よりもそのリスクを

軽減または除去できる可能性がより高いのでは

ないか，という点である（類似の観点を述べる

ものとして，Kleinberg et al. （2018））。

　例えば，人間が引き起こす差別は，アンコン

シャス・バイアスの存在などを考えれば，法規

制によってもこれを除去することは容易ではな

いだろう。しかし，AI の場合には，法規制に

より，AI の開発または提供の段階において，

学習するデータに制約を課したり，または特定

の属性に基づく判断（例えば，人種や性別に基

づく信用スコアリング）を禁じるプログラムを

組み込むことを強制することにより，差別的な

判断を完全に除去することができるかもしれな

い。これは，人間の思考を操作すること（例え

ば，差別的な傾向のある人の脳を手術してその

傾向を取り除くこと）は，技術的な可能性以前

に，法的・倫理的な観点からの重大な制約があ

るが，AI についてはその制約はなく，技術的

に操作が可能である限り法的に強制することも

可能である，という違いに基づく。つまり，法

規制の必要性の違いというよりは，むしろ法規

制の実現可能性（enforceability）の違い（AI

のほうが人間よりも，法規制によって実現でき

ることが多い）が，人間に対しては課されない

ような法規制を AI に対して課すことを正当化

するのではないか，ということである。今後，

このような観点からの研究を進めたいと考えて

いるが，本稿では，着想を述べるにとどめてお

きたい。

04　「中間とりまとめ」でも，AI がシステミック・リスクを生じさせる可能性に注意が払われている。「システミック・リスクに
ついては，将来的に，複数の AI システムが連動する大規模な AI システム群が社会システムを支える状況となる可能性があり，
その際，当該 AI システム群が予期せぬ挙動をした場合，社会全体に大きな混乱をもたらす可能性があるため，適切に対処する
ことが重要である」（AI 戦略会議・AI 制度研究会（2025）19頁）。
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４．AI に関する法規制のあり方① 
　－事前規制

4.1　はじめに

　3.2 で述べたような疑問はあるものの，一般

的には，AI は，不明瞭性およびデータの問題

という特有のリスクを持つことから，AI に対

して特別の法規制を課すことには合理性がある

とする見方が多いと思われる（3.1 参照）。特に，

AI を開発もしくは提供し，または AI を利用

して事業を行う者に対し，事前に AI のリスク

に対処するため一定の行為を要求する規制（事

前規制）を課す必要があるとする見解が有力で

あり（Hammer （2024）），EU のように，既に

体系的な事前規制（AI 法）を制定した法域も

ある。

　本節４では，AI に対する事前規制について

の議論を概観する。なお，法規制の選択肢とし

ては，事前規制の他に，AI が実際に損害をも

たらしたときに AI 事業者に損害賠償責任を課

すという規制（事後規制または責任ルール）も

重要であるが，これについては，次節５で検討

する。

4.2　リスクベース・アプローチ

　事前規制の方法として一般にとられているの

は，AI の惹起するリスクをその程度（強さ・

範囲）に応じて分類し，よりリスクの程度の大

きな AI 利用に対してより厳格な事前規制を課

すという，リスクベース・アプローチである。

　例えば，Hammer （2024）は，金融サービス

に関連して AI が惹起するリスクを，高度のも

の，中程度のものおよび低度のものの３種類に

分類する。高度のリスクの例としては，偏見や

差別，金融市場に対する重大なインパクト，顧

客財産に重大な損失を与えること等が挙げられ

る。中程度のリスクには，顧客の個人情報やプ

ライバシーの侵害，顧客行動の不当な操作

（manipulation）が含まれる。プロセスの自動化・

最適化に伴うリスクは，低度のリスクに分類さ

れる。そして，高いリスクを惹起する AI ほど，

それを利用する金融機関に対して高度な説明可

能性（4.3で後述）を要求することを提唱する

（Hammer （2024）, pp.11-12）。

　EU の AI 法（前掲注1）は，リスクベース・アプ

ローチに基づく包括的な事前規制の代表例であ

る。AI 法は，AI システムのリスクを，「許容でき

ないリスク（unacceptable risk）」，「高リスク

（high risk）」，「限定リスク（limited risk）」（ま

たは「透明性リスク（transparency risk）」），

「最小リスク（minimal risk）」に分類し，リスク

の程度に応じて段階的な規制を課している

（European Commission （2024）; 鈴 木・ 森 田

（2024）; 古川（2024）41頁。図表１参照）5。

　「許容できないリスク」を持つ AI 利用は，

禁止される（AI 法５条）。例えば，サブリミナ

05　本文で以下に説明する規制に加えて，AI 法は，汎用型 AI （同法にいう general-purpose AI models）に対する特別の規制（AI
法51～56条）などを定めているが，説明は省略する。

図表１  EU AI 法のリスク分類

リスクの程度 規制方針
「許容できないリスク」 禁止
「高リスク」 厳格な規制
「限定リスク」
　（「透明性リスク」）

透明性の義務

「最小リスク」 特段の規制なし
出典：European Commission （2024）
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ル技術を用いるもの（同条１項⒜）や，人の社

会的行動を評価するソーシャルスコリアリング

のうち一定のもの（同項⒞）が，それに当たる

（古川（2024）44-46頁）。

　次に，「高リスク」の AI システムに対しては，

リスクマネジメントシステムの導入・実施，デー

タガバナンス，記録の保存，人間による監視な

どの「要求事項（requirements）」の遵守義務（同

法８～15条，16条⒜）や，サービス開始前に

EU のデータベースに登録する義務（同法16条

⒤・49条）といった，詳細な事前規制が課され

る6。どのような AI システムが「高リスク」

に分類されるかは，AI 法６条および付属書

（Annex）が定める（羽深・古川（2024）96-98

頁）。金融サービスに関係するものとしては，「信

用性の評価またはクレジットスコアを設けるた

めに使われる AI システム（財産的詐欺の検出

目的のために使われるものを除く）」（AI６条

⑵・付属書Ⅲ５項⒝）や，「生命保険，健康保

険において自然人に関するリスクアセスメント

および価格決定に使われる AI システム」（同

項⒞）が挙げられる。

　AI 法はまた，チャットボットのようにユー

ザーが AI システムと直接やりとりする場合

（「透明性リスク」をもたらす場合）には，ユー

ザーが接しているものが AI であることを通知

することなどの透明性義務を課している（AI

法50条。European Commission （2024））。

　以上に規律するもの以外の AI システムは，

「最小リスク」しかもたらさないものとして，

AI 法 で は 特 に 規 制 し て い な い（European 

Commission （2024））。

4.3　説明可能性

　AI に対する事前規制において，特に重視さ

れているのが「説明可能性」（explainability）の

要求である（Brainard（2021）, pp.6-7 ;  Hammer 

（2024）, pp.9-12）。これは，AI モデルがどのよ

うにして決定や予測に至るのかを理解し解釈で

きるようにするということである。金融機関に

対し，AI モデルの明確な説明を要求すること

によって，規制当局が，AI モデルの潜在的リ

スクをよりよく評価することを可能にするとと

もに，AI がバイアスや誤った判断を生じたり，

システミックリスクを引き起こしたりすること

を防止できるようになることが期待されてい

る。説明のための具体的な方法としては，重要

度分析（モデルの出力に最も大きな影響を与え

る入力変数を特定すること），感度分析（入力

の変更が予測にどのように影響するかを調べる

こと），ルール抽出（モデルの意思決定プロセ

スを解釈可能なルールのセットに抽出する試

み）といったものが考案されている（Hammer 

（2024）, p.10）。

　Hammer は，説明可能性の要求は，既に多

くの法域の金融規制に取り入れられているとし

て，バーゼル規制，EU ならびに米国・英国の

関連する規定を挙げている（Hammer （2024）, 

Appendix, pp. 15-21）。

4.4　事前規制の問題点

　もっとも，事前規制については問題点ないし

課題も指摘されている。規制担当者が，AI シ

ステムのリスクに対処するためにどのような行

為を事業者に要求することが適切であるかを事

06　高リスクの AI システムについての条文は，AI 法の条文全体の85% 以上を占める（羽深・古川（2024）95頁）。規制の詳細に
ついては，羽深・古川（2024），古川・羽深（2024），有坂（2024a）（2024b），吉永（2024）参照。
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前に知ることは難しいために，事前規制が，費

用便益の観点から過剰または過小となったり，

不明確な内容になったりする恐れがある。4.3 

で述べた AI モデルの説明可能性についても，

これを過度に要求した場合には，事業者をして，

複雑だが効果的な AI システムの導入を避け，

単純な AI システムに逃避してしまう恐れがあ

ることが指摘されている（Hammer （2024）, 

p.12）。

　Kretschmer らは，EU の AI 法の事前規制

（特に，高リスクの AI システムに対するもの）

について，主に規制が複雑かつ過剰であるとい

う観点から批判を加える。例えば，同法14条は，

高リスクの AI に対するリスク管理の一貫とし

て「人間による監督（human oversight）」を

要求している。これに対して，Kretschmer ら

は，AI システムの作業は膨大であるため，人

間が個々の結果をすべて評価することはできな

いことや，AI の反応は速すぎて人間が監督し

ていても誤作動を防げないことが多いことな

ど，人間が AI を監督することによる負担（心

理的な苦痛を含む）に見合う効果が見込めるか

について疑問を提起している（Kretschmer et 

al. （2023）, p.9）7。

　 こ の よ う な 批 判 的 検 討 を 踏 ま え て，

Krestchmer らは，「特定の行為に対して事前

の制約を課すことよりも，有害な帰結に対する

責任という形の制裁を設計する方が望ましく思

われる」と述べて，AI のリスクに対しては，

事前規制よりはむしろ事後規制（責任ルール）

を適切に設計することによって対処することを

提唱する（Kretschmer et al. （2023）, p.10）。そ

こで，次に，AI に対する事後規制（責任ルール）

についての議論を見ていこう。

５．AI に対する法規制のあり方② 
　－事後規制（責任ルール）

5.1　事後規制（責任ルール）の意義

　本節において検討対象とする「AI に対する

事後規制」とは，AI が顧客等の人々に損害を

もたらしたときに，AI 事業者（提供者または

利用者）8にその損害を賠償する責任を負わせる

法制度，つまり，法と経済学において責任ルー

ル（liability rules）の名で分析されている法制

度を指す（Calabresi and Melamed （1972））。

適切に設計された責任ルールは，人々に損害を

もたらす危険のある活動をする者に対し，損害

防止のための注意を払うインセンティブを与え

ること等を通じ，効率性ないし社会厚生を改善

する機能を有する（Calabresi （1970）; Shavell 

（2004）［邦訳 2010］, chaps.8-12）。法と経済

学の有力な研究者の中には，国（政府）は適切

な事前規制を行うために十分な情報を持たない

ことが多いとして，事前規制を減らし，責任ルー

ルをより多く利用することが望ましいと主張す

る者もいる（Shavell （2004）, p.591［邦訳 2010 ,  

p.686］）。

5.2　AIに対する事後規制の課題

　もっとも，AI のもたらすリスクに対し，AI

07　本文で紹介した Kretschmer et al. （2023）とは逆に，AI 法には多くの抜け穴（loopholes）があり，AI のリスクに適切に対
処できていないとする批判も存在する（Wachter （2024））。

08　提供者・利用者の定義は，注３参照。なお，AI の起こした損害について，提供者と利用者にどのように責任を分担させるか
という点は，責任ルールの設計において重要な問題であるが，紙幅の関係から本稿では扱わない。Kretschmer et al. （2023），
pp.10-13参照。
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事業者に対する事後規制（責任ルール）で対処

することについては，課題も指摘されている。

　すなわち，現行法制は，特別法によって厳格

責任（無過失責任）が定められている場合（例

えば，製造物責任法３条参照9）を除き，一般

に損害賠償責任は，加害者が故意又は過失（以

下，単に「過失」という）によって起こした損

害についてのみ生じるものとする，過失責任

（negligence/fault-based liability）の原則を採

用している（一般不法行為責任を定める民法

709条参照10。欧米主要国も同様である［Buiten 

et al. （2023）, p.3］）。もっとも，事業のために

他人（被用者）を使用する者（使用者）につい

ては，被用者がその事業の執行について第三者

に加えた損害について責任を負うものとする，

使用者責任のルール（民法715条１項）が存在

する。同項ただし書は，使用者が被用者の選任・

監督につき相当の注意を払ったことを証明すれ

ば免責される旨を規定するが，実際は，裁判で

免責が認められることはほぼないといわれてお

り，その限りでは，使用者に無過失責任を課す

ように運用されている（窪田（2018）205頁）。

けれども，使用者責任の成立のためには，被用

者の第三者への加害が不法行為と評価されるも

のであることが前提であると解されている（同

206頁）。そのため，被用者の過失によって第三

者に損害が生じたと認められること（民709条

参照）が，使用者責任の成立のためにはやはり

必要であると一般には解されている。

　このように，加害者（加害者が使用者である

場合，その被用者を含む）という「人間」の過

失によって損害が起きたことを責任の成立要件

にしている現行法制のもとでは，AI が自律性

を獲得するほど――データから AI 自身がアル

ゴリズムを構築し，それによって予測，決定，

さらには新たなコンテンツ生成等を行えるよう

になるほど――，AI が起こした損害について，

それが人間の過失によって起きた損害であると

認めることがより困難となり，責任ルールがう

まく機能しなくなる恐れが指摘されている

（Buiten et al. （2023）, p.7）。

　EU は，上記の問題に対処するため，2024年

に，製造物責任指令を改正し11，規制対象の「製

品」の範囲にソフトウェア等の無体物を含める

ことにより（同指令４条⑴），同法の無過失責

任のルール（製品の欠陥から生じた損害につい

ては，製造者は過失の有無を問わず，責任を負

う。同指令５条）を AI にも適用できるように

し た（Buiten et al. （2023）, pp.4-5）。 ま た，

2022年に公表された AI 責任指令案12では，高

リスク AI システムが損害をもたらしたことが

疑われる場合に，裁判において被告たる AI 事

09　平成６年（1998年）７月成立の製造物責任法は，製造物の「欠陥」から生じた損害については，製造業者は，原則として（例
外は同法４条），欠陥についての過失の有無を問わず賠償責任を負うものとする（同法３条）。これは，特別法による無過失責
任の代表例である。しかし，現行法上，「製造物」は「動産」に限定され（同法２条１項），ソフトウェアのような無体物は含
まないと解されているため（窪田（2018）269頁），AI の誤作動が起こした損害について AI 提供者に同法の責任を問うことは
難しい。なお，この点に関し，EU における近時の製造物責任指令の改正について，後掲注11と対応する本文参照。

10　民法709条参照（「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は，これによって生じた損害を
賠償する責任を負う」）。

11　DIRECTIVE （EU）2024/2853 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 23 October 2024 on 
liability for defective products and repealing Council Directive 85/374/EEC, （https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/
TXT/?uri=OJ:L_202402853）. 

12　Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL on adapting non-contractual 
civil liability rules to artificial intelligence （AI Liability Directive）." COM （2022）496 final 2022/0303（COD）（28 Sep 2022）, 

（https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=celex%3A52022PC0496）
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業者に証拠提出義務を課すとともに（同指令案

３条），被告が証拠提出を怠った場合には，被

告の過失と損害との間の因果関係を推定する旨

の規定（同４条⑴）を置くことが提案されてい

る（Buiten et al. （2023）, p.5）。

　このような EU の近時の立法（草案段階も

含む）は，日本における事後規制（責任ルール）

の将来設計を考える上でも，参考になるであろ

う。ただ，本稿では，以下，AI 時代に即応す

る責任ルールの構築を目指すものとして理論的

により興味深いと思われる Ayres and Balkin 

（2024）の提案を紹介し，検討することにしたい。

5.3 　Ayres and Balkin （2024）の提案 
――「意図を持たないエージェント」

としての AI

　Ayres と Balkin は，AI の利用により生じた

損害について誰がどのような要件のもとに責任

を負うかという問題の解決策として，AI を「意

図を持たないエージェント（agents without 

intentions）」として法的に取り扱うことを提唱

する（Ayres and Balkin （2024）, *1）。

　Ayres と Balkin が検討対象とする米国法に

おいては，一般に，過失責任のような法的責任

の判断基準は客観化されている。そのため，AI

のように意図を持たない存在であっても，客観

的に見て合理的な損害回避措置（reasonable 

care）をとっていたか否かを問うことにより，

その過失の有無を判定することが可能である

（Ayres and Balkin （2024）, *3）。そうであれば，

AI をエージェント（代理人）とみなし，金融

機関のように AI を利用して事業をする主体

（AI 利用者）をプリンシパル（本人）とみなし

て，エージェントの行為についてプリンシパル

に責任を負わせるエージェンシー法理を適用す

ることができる13。とりわけ，エージェンシー

法理の下では，エージェントがプリンシパルの

支配（control）下で職務を行う場合は，エージェ

ントは被用者（employee），プリンシパルは使

用者（employer）とされ14，被用者が雇用の範

囲内（scope of employment. 日本の民法715条

１項の「その事業の執行について」にほぼ相当

する）で犯した不法行為については，使用者は，

無 過 失 の 代 位 責 任（vicarious liability. 

Respondeat superior ともいう。日本法の使用者

責任にほぼ相当）を負うものとされている15。そ

こで，AI を AI 利用者のエージェント（さら

には被用者）とみなせば，AI が客観的に見て

過失ありと判断されるような動作によって第三

者に損害を与えた場合は，AI 利用者の賠償責

任が認められることになる（Ayres and Balkin 

（2024）, p.*3）。

　Ayres と Balkin がこのような責任ルールを

提唱するのは，「人間のエージェントを AI の

エージェントに置き換えることによって，注意

義務の軽減が得られるものとするべきではな

い」という考慮に基づくものである（Ayres 

and Balkin （2024）, p.*2）。これは，same rule 

原則の考え方に他ならない。

13　米国のエージェンシー法理については，Restatement （Third） of Agency （2006）参照。同リステイトメントの邦訳および解
説として，樋口・佐久間（2014）参照。また，Cox and Eisenberg （2019）, Chap.1 も参照。

14　Restatement （Third） of Agency, section 7 . 07⑶. 
15　Restatement （Third） of Agency, section 7 . 07⑴⑵; Cox and Eisenberg （2019）, pp.30-33 .  米国法（各州の判例法理）の下で，

使用者の代位責任が成立する範囲は，日本法の下で使用者責任が成立する範囲とは必ずしも一致しない（前者のほうが後者よ
り狭いように見える部分がある）が，詳しい対比は省略する。樋口・佐久間（2014）第９章［樋口範雄］参照。
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5.4 　Ayres and Balkin （2024）の提案
の合理性

　Ayres と Balkin の提案は，日本法の下でも

採用を検討するに十分値するほどの合理性を

持っていると考える。

　5.1 で述べたとおり，日本法の下でも，被用

者が使用者の事業の執行について第三者に不法

行為による損害を与えたときは，使用者は，事実

上無過失の賠償責任を負うものとされている（民

法715条１項。同項ただし書による免責がほぼ

認められていないことは，既に述べた）。このよ

うな使用者責任は，使用者に対し，被用者の選

任・監督を通じて損害回避のための行動（注意）

をとらせたり，損害をもたらす危険のある事業

活動の水準を抑えるインセンティブを与えるこ

と に よ り， 効 率 性 を 改 善 す る 機 能 を 持 つ

（Shavell （2004）, p.233［ 邦 訳（2010）266-267

頁］）。特に，使用者責任を過失責任でなく無過

失責任とすることは，損害回避のために被用者

にどのような行動をとらせることが適切である

かについては国（裁判所）よりも使用者の方が

情報を持つことが多いと考えられる点（Shavell 

（2004）, p.234［邦訳（2010）268-269頁］）や，

注意水準だけでなく活動水準をも効率的にする

イ ン セ ン テ ィ ブ を 与 え る こ と が で き る 点

（Shavell （2004）, chap.8 ,  sec.4［ 邦 訳（2010）

221-228頁］参照）で，合理性を持っている16。

そして，same rule 原則に則り，このような使

用者責任は，事業者が用いる者（もの）が人間

であろうと AI であろうと，変わらず適用され

るべきである。

　そして，日本法においても，過失とは，精神

の緊張を欠いたというような主観的なものでは

なく，損害の発生という結果を回避するために

とるべき行動をとらなかったこと（結果回避義

務の違反）というように，客観的な行為態様で

あるとする理解が一般的となっている（平井

（1994）28頁，窪田（2018）46頁）。このような

過失の理解によれば，AI の動作（予測，決定，

コンテンツ作成等）についても，同じ状況下で

人間が同様の動作をしたとすれば過失ありと判

断される場合には，AI がした場合でも過失あ

りと解することにより，「AI の過失」を観念す

ることが可能となる。

　例えば，チャットボットによる顧客の質問に

生成 AI が答えるサービスは，多くの金融機関

で既に実用化されているが（岡田ほか（2024）），

もしも AI が虚偽の回答をし，それによって顧

客に損害が生じた場合には，人間が虚偽の回答

をした場合と同様に不法行為と評価され，AI

利用者である金融機関の顧客に対する損害賠償

責任が生じるものとすべきである。また，将来

的には，AI による顧客への金融商品の説明や，

さらには金融商品の勧誘が一般的に行われるよ

うになることも想定されるが，その際に，AI

が説明義務（金融商品取引法［金商法］37条の

3・金融商品取引業等に関する内閣府令117条１

号，金融サービス提供法４条１項，飯田（2023）

398-399頁参照）に違反する態様の説明をした

り，あるいは適合性の原則（金商法40条１項）

に著しく反する態様の勧誘17をした場合には，

16　本文で述べたような使用者責任（英米法の vicarious liability）の存在意義（機能）についての詳しい分析として，Sykes （1984）
参照。

17　適合性の原則を定める金商法40条１項自体は業法上の規制であるが，金融商品取引業者等が，適合性の原則を著しく逸脱し
た金融商品取引の勧誘をする場合には，不法行為法上も違法となり，損害賠償責任が生じることが判例により認められている（最
判平成17・7・14民集59巻６号1323頁）。飯田（2023）407-410頁参照。
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人間の被用者がそうした説明や勧誘をした場合

と同様に，AI 利用者である金融機関の顧客に

対する損害賠償責任が生じるものとすべきであ

る。

5.5 　same rule 原則を実現するための
法規制の改革

　問題は，「AI の過失（説明義務，適合性の原

則等，各種法令上の義務の違反も含む）に基づ

いて AI 利用者が損害賠償責任を負う」という

責任ルールが，日本の現行法の解釈として実現

可能かどうかである。

　この点については，民法715条１項の使用者

責任にいう「被用者」は，従来は人間であるこ

とが当然の前提とされてきたと思われる。しか

し，同項は，「被用者」について特に定義を置

いていないし，また，雇用契約がなくても民法

715条の使用者・被用者関係は成立しうるとい

うように，被用者概念は以前から柔軟に解され

てきた（窪田（2018）208頁）。そのことを考え

れば，技術の進展により AI がますます自律性

を獲得しつつある今日では，AI も被用者に当

たりうるという解釈も可能であるように思われ

る。

　もう一つ，現行法の解釈として実現可能と思

われる選択肢は，AI に過失（各種義務の違反

を含む）と評価できる動作があった場合，それ

を直接，（通常は法人である） AI 利用者自身の

過失であると捉えて，AI 利用者自体に民法709

条の不法行為責任の成立を認めることである。

「法人自体の不法行為」を認めうるかについて

は，従来，裁判例が対立し，学説上も議論のあ

るところであるが（平井（1994）226-227頁），

法人の個々の被用者の過失を立証できない（そ

のため，民法715条１項の責任追及が難しい）

場合に，なお被害者の救済を可能にするための

法解釈として，一定の範囲でこれを認める見解

も有力である（橋本（2016））。過失概念が客観

化している今日にあっては，法人において損害

回避のためとるべき措置がとられていなかった

（結果回避義務の違反があった）と認められる

場合は，それを誰か特定の人間の責めに帰せし

めるまでもなく，法人自身に過失ありと認めて

もよいように思われる。今後，自律性のある

AI 利用が拡大するにつれて，このような法解

釈が受け入れられていく可能性はあると考える。

　もっとも，民法715条１項の「被用者」には

人間以外の存在が含まれるという解釈は，従来，

誰も主張していないものであり，果たしてこのよ

うな解釈が裁判実務に採り入れられる可能性が

あるのか，また，仮に採り入れられるとしても

それがいつのことになるかは，まったくの未知

数であると言わざるを得ない。また，法人自体

に不法行為責任が成立するかについても，過失

の前提である行為義務違反の有無を判断するに

は特定人（自然人）の行動を問題にしなければ

ならないなどとして，否定する見解も有力であ

る（平井（1994）227頁）。

　もしも，「AI の過失に基づいて AI 利用者の

損害賠償責任が生じる」というルールを現行法

の解釈として実現することが難しいとすれば，

same rule 原則の実現のためには，このような

ルールを明文で認めるための立法が必要になる

だろう。これは，same rule 原則が，AI に対

する新たな法規制を要求する場合の一つといえ

るかもしれない。つまり，本来は，同様のリス

クを持つ同様のサービスを提供する限り，人間

であっても AI であっても同様の法規制の適用

を受けるべきなのであるが，現行法は，自律的

な行動をとることができるのは人間だけである
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という（これまでは疑われることのなかった）

前提のもとに，人間が行為主体となる場合だけ

を規律対象としたルールを置いている。そのた

め，same rule 原則を実現するためには，特に

AI について新たな法規制が必要になる場合が

ある，ということである。

６．おわりに

　本稿は，「同様のリスクを持つ同様のサービ

スを提供する限り，人間が提供するときも AI　

が提供するときも，同様の規制を課すべきであ

る」という same rule 原則に立つ場合，AI に

対して新たな法規制を課す必要性が果たしてあ

るのかという問題意識のもとに，金融サービス

における AI 利用に対する法規制をめぐる議論

を概観した。上記の問題意識に対し，本稿の検

討から得られた一応の回答をまとめると，次の

ようになる。

① AI については，不透明性とデータの問題と

いう特有のリスクがあるために，特別の法規

制が必要になるという見解が有力であるが，

これらのリスクは人間についても存するもの

である。ただ，大量のデータを瞬時に処理で

きると言う AI の性質から，それらのリスク

が人間よりも増幅される可能性がある。この

点から，AI について特別な法規制を課すこ

とが正当化されるかもしれない（3.2）。

②①とは別の観点として，AI は人間の場合よ

りも，法的規制によって上記のリスクを除去

または軽減することがより容易にできるかも

しれない。このような，法規制の必要性とい

うよりは実現可能性の違いを反映して，AI

について人間にない法規制を課すことが正当

化される可能性がある（3.3）。

③現行法制は，自律的な行動をとれるのは人間

だけであるという前提のもとに，人間だけを

規律対象にしているルールを置いている場合

がある。そのため，same rule 原則を実現し

ようとすると，人間だけでなく AI も規律対

象とするために新たな法規制が必要とされる

ことがありうる。とりわけ，「AI の過失に基

づいて AI 利用者に損害賠償責任を課す」と

いうルールを実現するためには，新たな立法

が必要とされるかもしれない（5.5）。

　本稿の考察は，限られた文献資料の調査に基

づく準備的なものにすぎない。今後，金融サー

ビスにおける AI 利用についてさらに研究を重

ね，適切な規制のあり方について考察を深めて

いきたい。
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